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1 　 はじめに

わが国の人口は、平成22年の国勢調査以降減少
に転じており、それにともなう少子高齢化の影響
によって学校統廃合が急速に進行している。学校
教育法施行規則には学校の規模が定められてお
り、小中学校では12学級が適性規模とされ、これ
以下の学級数の学校は小規模校に分類されてい
る。そのような状況がある中で、地理的条件から
小規模であっても小中学校を維持する必要がある
地域も決して少なくない。例えば岩手県では、藤
岡（2010）によれば、小学校の ₈割近くが11学級
以下に該当するため、地域的な慣例として ₆学級
以下の学校が小規模校として一般的に捉えられて
いる。しかしながら、適性規模の学校がわが国の
大多数を占めるわけではなく、実際には小規模校
は全国に多数存在している。令和元年度の学校
基本調査では、小学校では公立19,185校（ ₀学級
247校を除く）のうち、約43％の8,284校が小規模
校に該当する。さらに単学級で ₆学年が維持でき
ない ₅学級以下の学校も、約 ₉ %の1,769校ある。
これら ₅学級以下の児童数が少ない極小規模校と
いわれるような学校では、 2つの学年で学級の人
数が16人（小学校の ₁学年を含む場合と中学校に

おいては 2つの学年で ₈人）以下の場合には、複
式と呼ばれる異学年合同の授業がおこなわれるこ
とになる。学校の規模は各自治体において一定の
分布ではなく、地域差があり、北海道、鹿児島県、
福島県、岩手県、長崎県等には極小規模の学校が
多く存在している。学級担任が原則とされる小学
校では、複式学級はほぼ全国的に設置されている
のに対して中学校は教科担任が原則であり、教員
が専門とする教科以外を担当することを避ける配
慮がなされることもあって、複式学級を設置しな
い自治体もある。小規模校における複式学級は決
して多い数ではないものの令和元年度の学校基本
調査では公立校に4,492学級存在している。
近年では少人数指導に対してどちらかといえば
デメリットが強調される傾向があるが、決してメ
リットがないわけではない。少人数であるからこ
その充実した指導に加えて、複式学級が構造的に
持つ異学年という異質集団での多様性のある学び
の体験や間接指導下での主体的な学びは、むしろ
現代に求められるダイバーシティを実践する教育
方法ということもできよう。わが国の産業構造を
支え、生産年齢人口を増加させるためにも都市圏
の人口集中は望ましいものではなく、徒歩通学圏
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内に学校が存在し、持続可能な社会の形成を図る
ことは財政の観点だけでなく、わが国の教育政策
の重要な目的と考えられる。小規模であることを
理由に地域の学校が減少することはコミュニティ
の存続という点からも避けられなければならな
い。わが国のいずれの地域においても一定水準の
教育が受けられることを担保することは、義務教
育の教員養成の主要な役割を担う教育学部の重要
なミッションと考えられる。
また、教師の視点でみた場合には、複式学級の

授業を設計するには、単元レベルから授業構想を
おこなうことは言うまでもないが、その際には上
学年と下学年の 2年間で単元計画をデザインする
ことが求められ、それらは年間計画や ₆年間のカ
リキュラムの中で位置付けることが必要となる。
つまり、複式学級を担当することは、カリキュラ
ム・マネジメントを効率的に実践することを通し
た、教師の職能成長の観点からも重要な機会とな
ることが推察される。カリキュラム・マネジメン
トには、教育課程企画特別部会論点整理において、
「①各教科等の教育内容を相互の関係で捉え、学
校の教育目標を踏まえた教科横断的な視点で、そ
の目標の達成に必要な教育の内容を組織的に配列
していくこと、②教育内容の質の向上に向けて、
子供たちの姿や地域の現状等に関する調査や各種
データ等に基づき、教育課程を編成し、実施し、
評価して改善を図る一連の PDCAサイクルを確
立すること、③教育内容と、教育活動に必要な人
的・物的資源等を、地域等の外部の資源も含めて
活用しながら効果的に組み合わせること」の ₃つ
の側面が強調されている。複式学級のカリキュラ
ム開発では、これらが自然と意識されることにな
る。
小規模校や複式学級が多く存在する地域であっ

ても複式学級の授業型態を想定した内容が養成段
階の教師教育で準備されていることは少ない。小
規模校の教育実習の実施といった特色ある体験的
な取り組みは各大学でいくつか実施されている
が、学生が事前の教育で複式学級の授業の構造を
知った上で、戦略的に周辺的参加を促すといった

ことは系統的におこなわれているわけではない。
地域の特性を活かした教育を知るための実習を充
実させ、将来の持続可能な社会を支える人材を育
てる学校を担う教員を養成するには、極小規模校
の特有の授業方法を理解させることが有効であ
り、そのためには授業や実習の事前指導という養
成段階で求められる複式指導に関する内容を明ら
かにすることに重要な意義があると考えられる。
授業づくりで一般的に必要とされるのは、①学
習対象となる内容を実際に媒介する教材、②児童
生徒をどのように学ばせるかという具体的な形態
や方略の選択に関わる事前の計画、③授業中に予
想される教師の意思決定とその行動選択の準備　
などの教材、児童生徒の学習、教師の指導に集約
される。これらは学習指導案では主として展開案
のところに具現化されていくこともあり、養成段
階ではこれらの点に着目して教師教育がおこなわ
れることになる。この中でも単元の計画や指導と
評価の一体化については、事前教育が難しいこと
もあって教育実習に委ねられる割合が大きい。さ
らに、体系的に内容を教えるよりも実習校におけ
る実地指導に任せて経験的に学習機会を提供する
だけになっていることも否定できない。ところで
複式学級を担当するにあたって問題となるのは ₁
単位時間の授業だけでなく、弾力化が認められる
教科、領域の中でどのような単元配当時間を確保
できるか、また、 2学年で単元を構成するという
制約の中でどのような組み合わせで教科や領域を
デザインするのかということを検討する難しさが
ある。これらのカリキュラム開発ができなければ
₁単位時間の授業をつくることはできない。複式
学級として編成される 2つの学年の内容を検討し
ながらひとつの教科に止まらず関連する教科内容
も踏まえて順序や取り扱いを決めなければならな
い。当然ながら 2学年だけの構想だけでなく、隣
接する学年へのつながりを考えて翻っては ₆年間
の教育課程を俯瞰し、結果として教育課程を構成
していく能力も必要とされるのである。ゆえに複
式指導の授業をつくるということは、カリキュラ
ム・マネジメントを理解する教材として機能させ
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ることが可能になるとも考えられる。複式授業を
実践するにあたっては、通常の教科内容であるコ
ンテントナレッジ（CK）注₁やペダゴジカルコン
テントナレッジ（PCK）注2だけではなく、複式特
有の指導方法の困難というペダゴジカルナレッジ
（PK）注₃の問題やカリキュラム・マネジメントの
考え方が必要とされ、焦点化されることにもなる。
複式学級の教育を養成段階で学ぶことは、小規模
校の教育だけでなく、教員としての資質・能力を
向上させる教材となりうると考えられ、戦略的に
学ばせることの可能性が示唆されるのである。そ
こで本稿では、複式指導の教師教育によって小規
模小学校における教育の質を保証するため、平成
29年度告示の小学校学習指導要領に示された各教
科の内容やその取り扱い、構成原理などに着目し、
養成段階で複式指導をおこなうために必要な知識
を抽出して整理し、小規模校における教育実習の
充実を図ることを目的とする。

2 　 複式学級の類型

複式学級は実態に応じて多くの形態がある。複
式学級がどのような理由からその形態が選択、実
施されているかは呼称によって理解することがで
き、編成の視点と呼称が内容となりうる。複式学
級の形態は、各自治体によって呼称は異なり、統
一されているわけではないが、編成の視点は、①
編成する学年、②内容・教科、③領域（大単元）、
④単元（小単元）、⑤程度などがあって、それら
を踏まえて呼称が決まることになる。①編成する
学年については、低・中・高学年の 2学年を基
本とする「通常複式」、 2 / ₃ 年、 ₄ / ₅ 年の低中、
中高学年をまたぐ「変則複式」、欠学年がある時
に学年をまたいで低中や中高学年で編成する「飛
び複式」がある。②～⑤の教科とその内容にかか
わる部分では、各学年の教科、各教科の年間の配
当時間、領域の配当時間、単元の配当時間、学習
指導要領に示される事項の難易度（程度）や配列
の順序（シークエンス）などを通して低・中・高
学年に示される内容とカリキュラムの理解が図ら
れる。特に「大単元」や「（小）単元」という単

元の考え方は、領域や単元の中でのまとまりの違
いを「程度」として捉えることへとつながり、指
導と評価の一体化や評価の効率化の理解を深める
ことにつながる。
ここでは具体的な複式指導でよく使用される用
語の呼称と特徴を整理する。「AB年度方式」や「二
本案」といわれる 2学年同内容方式では、学級の
中に異学年がいても同一の内容・教材で授業が
進められることを意味する。 2年間をA年度とB

年度として設定しておこなうため、教師の指導は
単学級と大きな違いはなくなるのが特徴である。
「完全一本案」といわれる 2学年同内容方式では、
2年間で同じ内容を繰り返しおこなうことを意味
する。この方式においても教師の指導は単学級と
大きな違いはなくなるため、教師の負担も少なく
なるのが特徴である。これらは、カリキュラムを
工夫して教師側の負担を軽減する方式であるが、
児童側からみれば負担が大きく、学習指導要領の
系統性を適用できなくなる点が懸念され、十分な
配慮が必要となる。
これに対して、系統性を重視して内容や到達度
に違いがある前提で授業をおこなうのが「一本案」
や「折衷案」といわれる学年別異内容方式である。
この場合には準備される指導案には 2つの異なる
ものを学習する計画がなされる。教科や内容とな
る領域、単元、もしくは程度を分けて基本的には
₁単位時間の中にずらして 2つの学年の内容と教
材を準備する。そして 2つの学習集団に対してど
のような順番で指導をするかを決定し、直接的に
指導する場面と間接的に指導して児童に主体的に
学習させる場面を設定し、教師がどのタイミング
で移動する（わたる）かを計画して、その際の教
師行動や指導方略、学び方を準備することになる。
教師の視点から主な授業の場面を分けて考えると
①児童への直接の教示（インストラクション）、
②児童の学習に対する観察、評価、意思決定（モ
ニタリング、アセスメント）、③児童への個別的
対応（インタラクション）などがあるが、この方
式の複式指導では、特にインタラクションの方略
と指導技能が求められることになる。学び方とし
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て集団的な学び、主体的な学び、異学年との学び
などの設定とそれらへの教師のかかわりの頻度と
程度をあらかじめ想定するだけでなく、児童のつ
まずきに対する手だてや発展的な課題も準備する
ことになる。また、この方式の指導案では、 2学
年の 2年間の単元が示されることになるが、評価
の機会を適切に設定することも求められる。した
がって児童の学習よりも教師の準備や指導の負担
が大きいことが特徴的であるが、担任する教師に
とってはカリキュラム・マネジメントの理解を深
め、児童には少人数教育における多様な学び方を
経験するという複式学級による教育のよさを享受
できる方式であるとも考えられる。教師教育とし
ての学びを活かすため、本稿では以下、「学年別
異内容方式（一本案、折衷案）」による複式指導
を中心に検討する。

3 　 教科の内容構成

ここでは各教科の内容構成や配当時間などにつ
いて検討する。平成29年度告示小学校学習指導要
領に示された各教科の授業時数は図 ₁のとおりで
ある。週あたりの単位数の増加は、 2年次に ₁単
位、 ₃年次に 2単位、 ₄年次に ₁単位であり、通
常の複式であれば、各学年の総単位数の違いによ
り、低学年、中学年では ₁単位時間の単学年授業
が編成され、下学年を先に放課することになる。
低学年における授業週の違い（34週と35週）を除
いた配当時間を検討すると、社会の中学年（70と
90）と高学年（100と105）、理科の中学年（90と
105）、家庭（60と55）に単位数の違いがある。こ
れらの解消方法として、 2年間の総授業数を各学

年で均等に振り分けて端数は単独の授業として確
保することが考えられる。例えば中学年の社会で
は合計160時間を各学年80時間で実施する。ただ
し、年間35週とならないため、 ₁学期12週、 2学
期13週、 ₃学期10週と考えて ₁ - 2 学期を週 2時
間計50時間、 ₃学期を週 ₃時間計30時間として総
時数を確保することになる。もしくは社会の20時
間を理科の15時間とあわせて ₄年生単独の時間を
設定し、内容の充実を図ることも考えられる（図
2）。このような単位数の違いを処理する方法と
して、総時数には固定時間割による放課時間の差
をつける方法と先に述べた 2年間の総時数を各学
年に等分する方法がある。また、各学年の放課時
間をそろえた時間割では、時間割を月別や週別で
作成する方法や行事と関連させて連続でおこなう
方法、 ₁単位時間の弾力化をモジュールによりお
こなう方法などがある。以下通常複式の内容構成
を中心に教科の特性を検討しながら変則複式を解
消する方策についても触れることにする。
小学校の各教科では、学習指導要領の目標や内
容の示し方がそれぞれ異なる。低・中・高学年の
2年間をユニットとしている教科の、複式指導で
は、その 2年間で単元を計画することができると
いう「弾力化」をどう理解し、 2学年で単元を分
割して程度をあげていくかを検討することにな
る。また、各学年で内容が系統的に示されて固定
される教科は、関連性や発展性を見出して、同時
に取り扱う可能性を吟味することになる。全く異図 1　小学校各教科の授業時数

図 2　中学年の複式時間割編成例（社会）
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なる内容を取り扱う複式指導の場合には、異学年
との交流を効果的に設定することが難しくなるた
め、 2つの学年の関連する内容を取り入れてデザ
インし、スパイラル構造によって学びの質を高め
ていくことが重要である。 2学年で同時期に類似
の単元を実施するためにどのような組み合わせを
おこなうことができるかを検討するための基礎的
な知識を以下教科毎に考察する。

3 - 1 国語

国語科の内容は、「知識及び技能」及び「思考
力、判断力、表現力等」で構成され、それぞれ 2
年間のまとまりで示されている。「知識及び技能」
の内容には、「（ ₁）言葉の特徴や使い方に関する
事項」「（ 2）情報の扱い方に関する事項」「（ ₃）
我が国の伝統文化に関する事項」があり、「思考
力、判断力、表現力等」の内容には、「Ａ話すこ
と・聞くこと」「Ｂ書くこと」「Ｃ読むこと」の ₃
領域に指導事項と言語活動例が示されている。「知
識及び技能」では学習内容が具体的に示されてい

るが、「思考力、判断力、表現力等」では「話す
こと・聞くこと」「書くこと」「読むこと」の領域
において身に付けるべき言語能力が示されてい
る（図 ₃）。つまり、国語科の内容には、「知識及
び技能として身に付ける内容」と「思考力、判断
力、表現力等として身に付ける言語能力」の 2つ
がある。原則として「知識及び技能」に示す事項
の指導は「思考力、判断力、表現力等」に示す事
項の指導を通して行うことを基本とするが、必要
に応じて特定の事項を取り上げて繰り返し指導し
たり、まとめて単元化して扱ったりすることも可
能である。
国語科の「知識及び技能」「思考力、判断力、
表現力等」の系統は、中学校を含めた12年間の体
系化が図られていて、 2年間のまとまりごとに示
されているので、複式指導をおこなう上で同単元
異内容または同内容異程度の授業を構成すること
が可能である。そのことによって、下学年にとっ
ては次年度の学習内容や身に付けるべき知識、技
能や言語能力を見通すことができるとともに、上

図 3　国語の領域構成
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学年にとっては前年度に学んだ知識、技能や言語
能力を再確認することができる。つまり、授業で
取り扱う領域や指導事項、文種及び言語活動の内
容を一致させることで、複式指導における系統性
を踏まえた効果的な指導が可能になる。しかし、
2学年の指導内容の違いを明確にしないまま授業
を行うと、教材が異なるだけで学習内容そのもの
が同じになってしまうおそれがある。したがって、
授業を構成する際には、 2学年のまとまりで示さ
れている知識、技能と言語能力の指導内容を具体
化し、その違いを明らかにすることが重要である。

3 - 2 社会及び生活

社会は、「地理的環境と人々の生活」「現代社会」
「歴史と人々の生活」の ₃領域から構成され、そ
の領域内でも地域、日本、世界で整理されている。
その目標及び内容は、各学年で示されている。複
式で効果的な指導する際、身近な地域から日本、
そして世界へ視野を広げていく過程は意識してお
く必要がある。また、多くの目標及び内容は系統
性を持っており、内容の関連性が強いものが多く
見られる。その系統性を活かし、授業を構成する
ことで、学習内容に繋がりが見え、効果的な学習
になるであろう。

社会は、 ₃学年から ₆学年までに学年別にほぼ
独立した内容が示されているため、基本的には学
年別異内容指導となるが、上学年では対象とする
範囲が少しずつ広がっていくため、それらを組み
合わせることにより共通性をもたせた授業をデザ
インすることが可能となる。生活には、「学校、
家庭や地域の生活に関する内容」に、第 ₃学年以
降の社会につながる内容がある。特に、公共物や
公共施設の利用や地域に関わる活動など、「地域」
との関連性が強い（図 ₄）。
複式学級での実施において、低学年の生活では、
2年間を見通した地域特性を活かした単元構成を
行うことが重要である。 ₃学年以降では教科が理
科と社会になることから、 2 / ₃ 年生を組み合わ
せた変則複式の実施は困難であることに留意す
る。社会などの見学を異学年と合同で実施する際
には、学年に応じて予習や復習と捉えて指導をお
こなうか、可能であれば同じ施設に 2回行くこと
がないように隔年で変更することを考えたい。高
学年の時数差については、家庭と含めて 2年間の
総時数を確保することを念頭に異教科の複式授業
とならないようにする配慮が求められる。

図 4　社会の領域構成
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3 - 3 算数

算数では、「A数と式」「B図形」「C測定（ ₁
～ ₃学年）」「C変化と関係（ ₄～ ₆学年）」「Dデー
タの活用」の ₄領域が ₁～ ₃学年と ₄～ ₆学年で
大きく分けて領域が構成され、数学的活動が示さ
れている（図 ₅）。各領域ではある程度系統的な
学習事項の配列となっているため、上学年と下学
年で同単元の授業を共通性や系統性をもたせてデ
ザインすることも可能である。しかし、内容の系
統性が強く意識されているため、異学年で同内容
を学ぶことや年度によって内容を変えるAB年度
方式や同内容を 2年で繰り返すことは、基本的に
おこなわれず、学年別に指導がおこなわれる。
系統性があって学年別でおこなわなければなら

ないということは、決して制約だけではない。 2
学年で可能な限り類似内容を組み合わせ、両学年
に共通する原理や数学的な考え方を取り上げてい
くと同時に、同じような教材を用いてそれぞれの
学年に異なる指導をおこなうことになる。概念に
おける類似点や相違点に焦点化して授業をおこな
うことによって、系統性や関連性を学ばせること
ができ、下学年には学習の見通しをもたせ、上学
年には既習事項の関連や発展を実感させることが

できる。教室の中の黒板の配置や共通教材の創出
によって異学年がそれぞれのよさを活かして対話
的な学びをおこなう可能性がある。
算数の場合には他教科と比較して 2 / ₃ 年、
₄ / ₅ 年の変則複式は編成しやすい。また低学年
では、算数の総授業時間が学年で異なるため、 2
学年の総時数で確保し、均等な授業時間とするこ
とも考えられる。ただし、 ₁年生の単位数が少な
いのは学校生活に慣れるためでもあるので、最初
から複式授業でおこなう必要があるかは十分に吟
味が必要である。

3 - 4 理科及び生活

理科では、その内容を「エネルギー」「粒子」「生
命」「地球」の ₄領域から構成し、それぞれの主
な特徴を「量的・関係的な視点（エネルギー）」「質
的・実体的な視点（粒子）」「共通性・多様性（生命）
「時間的・空間的な視点（地球）」と捉え整理して
いる。目標及び内容は、その親和性から「エネル
ギー」と「粒子」、「生命」と「地球」を結び付け、「A

物質・エネルギー」、「B生命・地球」の 2つに分
け、 ₁学年毎に示されている（図 ₆）。複式学級
での効果的な指導を考える際、全ての領域におい

図 5　算数の領域構成
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て、その順序性と系統性を重視する教科特性から、
単元構成配列順の工夫が重要なポイントとなる。
特に、地域性や季節が関係する「生命」と「地球」
領域は、時期を逸することなく指導する必要があ
る。また、各学年の児童に確かな学びを保証する
ために、観察や実験、体験活動時には、単位時間
内の学習の流れを「ずらし」、実感を伴った理解
につなげる視点も必要となる。安全面や、一方の
学年が教室外で活動する際のもう一方の学年への
学習の配慮など、実際の授業場面における細やか
な計画性は、不可欠であろう。
生活には、幼児期の教育との連携や接続を意識

した「スタートカリキュラム」の視点が色濃く盛
り込まれている。また、低学年 2年間を見通した
単元構成として、その目標と内容が示されており、
弾力的な運用が可能となっている。内容は大きく
「学校、家庭や地域の生活に関する内容」「自分自
身の生活や成長を振り返る内容」の 2つに分かれ
ており、前者に、第 ₃学年の理科や社会につなが
る内容が組み込まれている。特に、理科的内容に
関しては、「生命」領域との関連性が強い。 2年

間を見通した弾力的な運用が可能なことからも、
複式学級での実施を考える際は、地域特性や児童
の実態に合わせた単元構成を行うことが大切であ
る。また、理科へつながる教科ではあるものの、
2 / ₃ 年生を組み合わせた変則複式の実施には難
しさが生じることになろう。
以上、理科と生活の複式学級での実施について
考えてきた。順序性や系統性が重視される理科の
特性、 2年間のまとまりで捉えている生活との関
連、確かな学び、豊かな学びを実現する観点から、
理科、生活は、通常複式の組み合わせ（当該学年
の内容を学習する）による実施が好ましいことが
うかがえる。さらに、実感を伴った理解や安全面
への配慮を考えると、時間割を工夫し、学級単位
に解体して学習することも視野に入れたい。その
際には、教科同士の組み合わせをどうするかなど、
さらに詳細な検討と計画が必要となる。

3 - 5 音楽

音楽の内容は、「A表現」（ ₁）歌唱、（ 2）器
楽、（ ₃）音楽づくり、「B鑑賞」、及び〔共通事項〕

図 6　生活科（理科に関連する内容）・理科の領域構成
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の各領域等において、「身に付けることができる
ように指導する」として、事項ア「思考力・判断力・
表現力等」にかかわるもの、事項イ「知識」に関
わるもの、事項ウ「技能」に関わるもの（A表現（ ₁）
～（ ₃）のみに設定）のように、それぞれ 2年間
のまとまりで示されている（図 ₇）。
音楽の学習では、表現及び鑑賞の活動を通して、

「思考力、判断力、表現力等」「知識」「技能」の
内容を相互に関わらせながら、一体的に育ててい
くことが重要である。また、どの領域や分野にお
いても「思考力、判断力、表現力等」「知識」「技
能」に関する学習の目指す方向が同一であり、学
習が質的に高まっていくように示されている。
音楽の系統性は、資質・能力に対応して ₆年間

の体系化が図られていて、 2年のまとまり毎に示
されているので、複式指導を行う上で同単元異内
容または同内容異程度の授業を構成することが可
能である。

3 - 6 図画工作

学校や児童の実態などに応じ、弾力的な指導を
重視する観点から、低学年、中学年、高学年の 2
学年毎にまとめて目標・内容が示されている。目
標には、低学年では「楽しく」、中学年では「豊
かに」、高学年で「創造的に」発想や構想をする。
内容では、「A表現」と「B鑑賞」は、本来一体
である内容の二つの側面として、図画工作を大き
く特徴付け、 （ ₁）「思考力、判断力、表現力等」、
（ 2）「技能」、共通事項で構成されている（図 ₈）。
図画工作では、 2学年のまとまりが示されてい
るものの、 ₆学年で共通する内容も示されている
ので、隣接学年との複式学級編成は比較的容易で
あり、変則複式であっても系統性が大きく損なわ
れることはない。複式学級においては、「分野・
領域」をそろえること（同単元学習）や、使用す
る材料や用具、活動場所などを合わせたい。しか
し、全単元において合わせることは難しいため、

図 7　音楽の領域構成
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重点的に合同で学習をおこなう単元を設けること
も考えられる。教科書は、上巻（奇数学年用）と
下巻（偶数学年用）で使用することが多いため、
それぞれに掲載されている題材のすり合わせと、
用具の選定をおこなっていく必要がある。下学年
は、用具の使い方や材料の仕組みに出会い、試し
ながら活動すること、上学年は用具の特徴や材料
の仕組みを多様に活かして活動することができ
る。

3 - 7 家庭

児童生徒の発達を踏まえ、段階と高等学校まで
の内容の体系化が見えるよう、小・中学校ともに
「A家族・家庭生活」「B衣食住の生活」「C消費
生活・環境」の ₃つの枠組みに整理されている（図
₉）。また、家庭では、空間軸と時間軸の視点か
らの小・中・高等学校における学習対象の明確化

をおこなっている。空間軸の視点では、家庭、地
域、社会という空間的な広がりから、時間軸の視
点では、これまでの生活、現在の生活、これから
の生活、生涯を見通した生活という時間的な広が
りから学習対象を捉え、学校段階を踏まえて指導
内容を整理している。小学校における空間軸の視
点は、主に自己と家庭、時間軸の視点は、現在及
びこれまでの生活である。生活の中から（問題を
見いだし、課題を設定し、解決方法を検討し、計
画、実践、評価・改善する）という一連の学習過
程を重視し、習得した「知識及び技能」を活用し
て「思考力、判断力、表現力等」を育成すること
に係る事項としている。
複式学級においては、 ₅学年も ₆学年も同じ同
じ領域構成であるものの、 ₆学年ではその程度が
高まるようにする。例えば、「B衣食住の生活（ ₅）
生活を豊かにするための布を用いた製作」では、
₅学年は初めて針や糸を使用するので、ほつれの
ない「フェルト」を用い、₆学年は「布」を用いる。
またミシンの使用では、 ₅学年は比較的製作が簡
単な布巾や雑巾などで直線縫いに慣れさせ、 ₆学
年は直線縫いを活用したナップザックやランチョ
ンマットなどを製作する。このように、前学年で
の学びを補完、強化したり、教え合い、学び合い
を促したりするような学習展開にすることが期待
できる。

3 - 8 体育

体育では、低・中・高学年の 2年間で内容が示

図 8　図画工作の領域構成

図 9　家庭の領域構成
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されており、 2年間の中で弾力的な運用ができる
（図10）。体育は12年間での体系化が図られており、
領域は系統的に 2年間ごとのまとまりで示されて
いるので、同内容（単元）を異程度に捉えて授業
を構成することができ、下学年にとって次年度の
内容となる技を見通して学ぶことが可能である。
つまり、使用する用具や器具を共通にした場を構
成することができるので、それらを利用して学習
内容を「ずらし」て、同じ教材の中でねらいを変
えておこなうことも可能になる。例えば、器械運
動のマット運動では、上学年と下学年で目標とす
る技を変えて同時に授業をおこなうことやボール
運動では、上学年と下学年でねらい（役割やポジ
ションなど）を変えて教材となるゲームをおこな
うといったことが考えられる。学習の場や教材と
なるゲームが 2学年で同じことが繰り返されてい
るようであるが、内容は異なってされており、異
学年との交流の中で主体的・対話的な学びとなる
構造がつくられているのである。留意すべき点と
しては、体つくり運動領域は、各学年で取り扱う

ことになっていることや中学年以降に設定される
保健領域は各学年に内容が設定されるため、必ず
学年別異内容の指導形態になる。その他の領域で
は、単式学級においても弾力的な運用をおこなう
カリキュラムとしてそれぞれの学年では扱わない
こともできる型や系に該当する小単元もあるた
め、部分的には隔年で実施される内容構成になる
ことは可能である。その際には通常の学級以上の
技能差や体格差も生じるため、個に応じた指導が
重要となる。

3 - 9 外国語

外国語については小学校中学年を外国語活動と
し、高学年を外国語科としている。外国語活動及
び外国語科の内容は、「知識及び技能」及び「思
考力、判断力、表現力等」で構成され、それぞれ
2年間のまとまりで示されている（図11）。「知識
及び技能」の内容には、「（ ₁）英語の特徴等に関
する事項」があり、「思考力、判断力、表現力等」
の内容には、「⑵情報を整理しながら考えなどを

図10　体育の領域構成
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形成し、英語で表現したり、伝え合ったりするこ
とに関する事項」と「⑶言語活動及び言語の働き
に関する事項」が記載されている。「知識及び技能」
では学習内容が具体的に示されているが、「思考
力、判断力、表現力等」では「聞くこと」「読む
こと」「話すこと（やりとり）」「話すこと（発表）」「書
くこと」の領域において身に付けるべき言語能力、
言語使用場面や言語の働きの例などが記載されて
いる。つまり外国語活動及び外国語科の内容には、
「知識及び技能として身に付ける内容」と「思考力、
判断力、表現力等として身に付ける言語能力」の
2つがある。原則として「知識及び技能」に示す
事項の指導を基盤とし、「思考力、判断力、表現
力等」の指導を行っていく形態となっている。
外国語活動及び外国語科の知識・技能及び言語

能力の系統は、中学校を含めた12年間の体系化が
図られており、 2年間のまとまりごとに示されて
いるので、複式指導を行う上で同内容異程度の授

業を構成することが可能である。しかし指導要領
の変遷期であることから単元や教科書の内容など
をそろえることは難しく、同じ内容の部分を異学
年で扱う程度であろう。また根本的に、中学年で
は「読むこと」と「書くこと」の内容は原則取り
扱わないとされている。そのため変則複式の場合、
この 2領域を高学年が扱う際に中学年は、その他
の領域を扱わなければならない。

3 -10  変則複式における合同学習による指導の効

率化

これまでの検討からもわかるとおり、変則複式
では、家庭や外国語などのような教科そのものの
設定や国語や理科、社会のように単位時間数の違
いが生じることによって、同教科や同単元の授業
をデザインすることが困難になる。このような場
合には、学級編成を柔軟に捉え、教科や領域の学
習を効率的におこなうことも考えられる。 ₁学

図11　外国語活動・外国語の領域構成
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年、 ₆学年が単式で、 2 / ₃ 年と ₄ / ₅ 年の変則複
式学級による場合には、 ₄名の担任がいることを
活用し、すべての教科を変則複式にするのではな
く、教科によっては低・中・高学年の児童による
合同学習として授業をおこなって効率化を図るこ
とも考えられる。例えば、国語や算数は学級担任
がおこない、理科と社会であれば ₃年生は学級担
任が単独でおこない、 2年生は ₁年生と合同で生
活の授業をおこなって、 ₄ / ₅ 年変則複式は学級
担任がおこない、 ₆年生も単式で学級担任がおこ
なうことは可能である。もしくは、高学年を ₆年
担任が合同授業で複式指導をおこない、中学年
を ₄ / ₅ 年担任が合同授業で複式指導をおこない、
低学年の合同授業を ₁年と 2 / ₃ 年担任がティー
ムティーチングでおこなうこともできる。また、
保健の授業であれば養護教諭が担当できることな
どを活かして職員構成を効率化して校内の指導体
制の充実を図ることが有効と考えられる。

4 　 まとめ

教員養成段階で必要と思われる平成29年度告示
の小学校学習指導要領に示された各教科の内容や
その取り扱い、構成原理などに着目し、養成段階
で複式指導をおこなうために必要な知識を抽出し
て整理した結果以下の知見が得られた。

①小規模小学校の複式指導では、学年別異内容・
異程度方式が望ましく、このような授業をおこ
なうためには教員にカリキュラム・マネジメン
トの能力が求められる。

②系統性のある内容の共通性や相違点を焦点化す
ることによって、下学年における学習の見通し
や上学年における既習事項の関連、発展を際立
たせることが容易になる。

③小学校では多くの教科が低学年、中学年、高学
年のまとまりで内容を示しており、異学年の学
びが活性化される類似の内容を扱った同単元の
授業づくりが複式指導の基本となる。

④学年の違いによる教科の総授業時数差を解消す
るには、2年間のまとまりで授業時数を確保し、

学期によって週あたりの授業時数を調整するこ
とが考えられる。
⑤極小規模校では、複式学級にこだわらずに教員
の指導の効率化を図るため、単式学級や合同学
習を臨機応変に編成して、指導体制の充実を図
ることが有効である。

複式授業を構想する基礎的な知見は得られた
が、実際に複式の授業をデザインすることについ
ては多くの課題がある。少人数による効果的な授
業の在り方を含めて、教員養成段階でどのような
取組ができるのかについては今後の課題として明
らかにしていきたい。

注 ₁：コンテントナレッジ（Content Knowledge）　
内容に関する知識。
注 2：ペダゴジカルコンテントナレッジ（Peda-

gogical Content Knowledge）内容に関わる教え
方の知識。教科や教材の教え方に関する具体的
な知識であり、内容と一般的な教え方の知識に
分けることができない知識。
注 ₃： ペ ダ ゴ ジ カ ル ナ レ ッ ジ（Pedagogical 

Knowledge）　教え方に関する知識。ここでは、
一般的な教え方に関する知識ではなく、複式指
導に関する特有の方略や知識。
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